
 

第７３号議案 

 

平成２９年度加東市一般会計補正予算（第７号） 

 

 平成２９年度加東市の一般会計の補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１５０，０１１千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ１９，８４３，９３６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

  平成２９年１２月１日提出 

加東市長 安 田 正 義  









 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度 

 

 

 

加東市一般会計補正予算（第７号）説明書 

 

































　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　特別職

２   一般職

（１）   総括

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0

0 0 89

給   与   費   明   細   書

職 員 手 当
の 内 訳

区  分

補正後

補正前

比  較

89計 0 0 0 0  

0 0 0

0
そ の 他 の
特 別 職

0 0  

89 89

議　　員 0 0 0   

233,804

比  較

長　　等 0 0 0 0 0

74,431

計 2,065 143,191 20,280 32,997 6,084 202,552 31,252

補正前

長　　等 退職手当

そ の 他 の
特 別 職

2,047 74,431 74,431

74,431

計
　

74,431

93,399 26,887 120,286

そ の 他 の
特 別 職

2,047 74,431

議 員 16 68,760 24,639 4.30

4.30 6,084 34,722 4,454 39,176 退職手当

備 考職員数 報　　酬 給　　料 期末手当

長 等 2 20,280 8,358

区     分

給               与               費

2,065 143,191 20,280

共 済 費 合　　計

16 68,760 24,639 26,887 120,28693,3994.30

39,08734,722 4,3654.30

31,341 233,893202,552

期末手当
年間支給率

その他の
手　当

計

（千円）（月分） （千円） （千円）（人） （千円） （千円） （千円）

職 員 数

給            与            費

共　済　費

（千円）

32,997

（人）

補正後

議　　員

6,084

6,0848,3582 20,280

合　　計
備 　　　  考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

1,819,382 332,514 2,151,896276 1,018,901

273 1,027,143 796,567 1,823,710 325,840 2,149,550

800,481

3,914 △ 4,328 6,674 2,3463 △ 8,242

区    分

管理職 扶  養 住  居 通  勤 特殊勤務

(千円）

時 間 外 休日勤務 期末・勤勉 退　職

備    考手  当 手  当 手  当 手  当 手　　当 勤務手当 手　  当

106,112

手　　  当 手　当

(千円） (千円） (千円） (千円） (千円） (千円）

101,901

(千円） （千円）

補正後 49,431 26,650 9,868 16,750 699

4,211

395,391 195,580

補正前 49,664 26,909 9,912 16,937 792

519 0

394,872 195,580

比  較 △ 233 △ 259 △ 44 △ 187 △ 93

　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般会計-30- 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

　その他の増減分

　

備　　考説           明

 

異動等に伴う減

時間外勤務手当等の増

　制度改正に伴う増減分

　その他の増減分

　昇給に伴う増加分

　給与改定に伴う増減分

3,914

区   分  増 減 額 （千円） 増  減  事  由  別  内  訳（千円）

給    料 △ 8,242

職員手当 3,914

△ 8,242

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般会計-31- 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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加東市一般会計補正予算（第７号）補足説明書 
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17P10～11 戸籍住民基本台帳事務事業 3,457 3,440

　平成２９年度加東市一般会計補正予算（第７号）は、保育士の処遇改善などによる私立認定こども園等に対する運営費を増額するほか、台風１８

復旧により災害復旧費を１４，０８０千円等を増額し、合計で１５０，０１１千円の増額補正といたします。

1　主な歳出補正予算の概要

号及び２１号被害に係る農地及び農業用施設の復旧費などを計上する補正予算を編成いたしました。

　歳入予算では、私立認定こども園等に対する運営費に係る子どものための教育・保育給付費国庫負担金や社会保障・税番号制度システム整備費補

助金の増額などで国庫支出金３８，３９８千円、定期巡回・随時対応サービスに係る在宅介護緊急対策事業補助金、経営体育成支援事業補助金、農

事業などで農林水産業費５，３０３千円を増額するほか、小・中学校就学援助事務事業などで教育費２４，９０９千円、農地及び農業用施設の災害

　歳出予算では、私立認定こども園等に対する運営費や定期巡回・随時対応サービス参入促進事業などで民生費７８，５９７千円、経営体育成支援

国県支出金

事項別
明細書

事業名 補正額
補正額の財源内訳

一般財源地方債 その他

女性の活躍推進等に対応するため、希望者に対し
マイナンバーカードや住民票に旧姓を併記するな
どのシステム改修に着手します。＜資料No.1＞
財源：国庫補助金【社会保障・税番号制度システ
ム整備費補助金】（補助率：定額）

（単位  千円）

　補正予算の規模は、１５０，０１１千円の増額とし、一般会計の総額を１９，８４３，９３６千円といたします。

P12～13
定期巡回・随時対応サービス参
入促進事業

3,000 1,500

０千円、歳入予算不足を補うため、財政調整基金繰入金を２２，１１３千円を増額するなど、合計で１５０，０１１千円の増額補正といたします。

補正概要

地及び農業用施設災害復旧事業費補助金などで県支出金３３，４４９千円、藤井電工株式会社からの大口寄附を受けたことにより寄附金５０，００

1,500

定期巡回・随時対応サービスに新規参入した介護
サービス事業者に対し、利用者を一定確保するま
での経営の安定を図るため、人件費の一部を助成
します。＜資料No.2＞
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国県支出金

事項別
明細書

事業名 補正額
補正額の財源内訳

一般財源地方債 その他
補正概要

698
台風18号及び21号に伴う豪雨により被災した農地3
件の補助事業増高申請に係る業務委託及び復旧工
事を行います。　＜資料No.3＞

P28～29 農地災害復旧事業 8,698 4,000 4,000

P18～19 経営体育成支援事業 2,640 2,640 0

県の補助制度を活用して「人・農地プラン」を作
成した地域の中心となる経営体（2経営体）に対
し、農業用機械の導入を支援します。
財源：県補助金【経営体育成支援事業補助金】
（補助率3/10 ※上限あり）

P24～25 小学校就学援助事務事業 1,910 1,910

低所得世帯等に対し、これまでは入学後に支給し
ていた入学準備金について、ランドセルなどの購
入に間に合うよう支給時期を入学前に前倒しして
支給します。

P28～29 農業用施設災害復旧事業 5,382 3,120 1,680 582
台風18号及び21号に伴う豪雨により被災した農業
用施設2件の補助増高申請等に係る業務委託及び復
旧工事を行います。＜資料No.3＞

2,559

低所得世帯等に対し、これまでは入学後に支給し
ていた入学準備金について、制服などの購入に間
に合うよう支給時期を入学前に前倒しして支給し
ます。

P24～25 中学校就学援助事務事業 2,559

19,691

全職員に対する一律の処遇改善に加え、保育士と
して技能・経験を積んだ職員について最大で月額
４万円の処遇改善を行うほか、私立認定こども園
等の教育利用の子どもの増及び職員の配置状況に
よる算定単価の増により、運営費を増額します。

P14～15 保育所運営事業 71,793 52,102
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  別表（第２条関係） 
 

補助事業名    定期巡回サービス事業者参入促進事業 

補助事業の目的 

定期巡回・随時対応サービスに新たに参入する全ての事業主体を対象に、事業者の

参入障壁となっている人件費を助成し、利用者を一定確保するまでの安定運営を支援

することで、多様な事業者の参入促進を図る。 

  補助事業の対象 

  となる者 

①定期巡回・随時対応サービスに新たに参入する事業者に対して、人件費等の助成を行う

市町 
②平成28年度地域サポート型施設等定期巡回サービス参入促進モデル事業採択事業者 

  補助事業の対象 

  となる経費 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業に必要な人件費等 

（報酬、賃金、職員手当、共済費、通勤手当等） 

②定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業に必要なオペレーターの人件費 

（報酬、賃金、職員手当、共済費、通勤手当） 

   補 助 率 
①１／２ 

②定額 

  補助金の額  

①市町補助 

ア「補助基準額」と「補助実施額」とを比較して少ない方の額を選定する。 

イ アにより選定された額に補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

  （1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。） 

  ただし、予算の範囲内とする。 

【補助基準額】 
(平成29年4月～9月) 

１事業所あたり250千円/月 

 ただし、各月末契約者数により次表の補正率を乗じて得た額とする。 

各月末契約者数 ～10人 ～15人 ～20人 21人～ 

補正率 ４／４ ２／４ １／４ ０ 

(平成29年10月～平成30年3月) 

各月末契約者数により次表の金額とする。 

ただし、1ヶ月あたりの当該事業所収支黒字額が、補助金を加えて250千円を超えな

い範囲までとする。                     (単位：千円/月) 

各月末 
契約者数 

～4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人～ 21人～ 

基準額 250 250 250 250 250 250 250 0 

加算額   0 100  80  60  40 20 0 0 

総額 250 350 330 310 290 270 250 0 

【補助期間】 

対象となる定期巡回サービス事業者の事業開始から３年を経過するまでの期間 

 

②平成28年度地域サポート型施設等定期巡回サービス参入促進モデル事業採択事業者 

ア 「補助基準額」と「対象経費の実支出額から寄付金その他の収入額を控除した

額」とを比較して少ない方の額を選定する。 

イ アにより選定された額に補助率を乗じて得た額を交付額とする。 

  （1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。） 

  ただし、予算の範囲内とする。 

【補助基準額】 

１事業所あたり 

250千円/月×月数×10/10（事業開始から１事業年度目） 

250千円/月×月数× 2/3 （事業開始から２事業年度目） 

250千円/月×月数× 1/3 （事業開始から３事業年度目） 

 適用除外する項目   第19条、第21条第２項 

そ の 他   

改正後 資料№２兵庫県補助要綱
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参考資料

農地　工事箇所

農業用施設　工事箇所

平成２９年度一般会計補正予算（第７号）　農地・農業用施設災害復旧事業 工事箇所図

長谷

社

藪

新定

新定
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台風18号

台風18号

台風18号

台風21号

台風21号

台風１８号・２１号被害　農地及び農業用施設災害復旧箇所図 資料№３
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